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Ⅰ　長野市の人口

（１）年次別人口 （２）年齢階層・男女別人口

男 女 計

昭和 63 341,985 0 歳以上 5 歳未満 6,399 5,912 12,311

平成 元 343,592 5 歳以上 10 歳未満 7,410 7,029 14,439

2 345,405 10 歳以上 15 歳未満 8,231 8,029 16,260

3 347,558 15 歳以上 20 歳未満 8,589 8,371 16,960

4 349,781 20 歳以上 25 歳未満 8,758 8,026 16,784

5 351,520 25 歳以上 30 歳未満 8,348 7,811 16,159

6 352,892 30 歳以上 35 歳未満 8,751 8,471 17,222

7 355,302 35 歳以上 40 歳未満 9,906 9,677 19,583

8 357,360 40 歳以上 45 歳未満 11,230 11,026 22,256

9 358,553 45 歳以上 50 歳未満 13,956 13,638 27,594

10 359,224 50 歳以上 55 歳未満 14,305 14,001 28,306

11 359,807 55 歳以上 60 歳未満 12,005 12,027 24,032

12 360,688 60 歳以上 65 歳未満 11,098 11,515 22,613

13 361,675 65 歳以上 70 歳未満 11,028 11,427 22,455

14 362,393 70 歳以上 75 歳未満 12,534 14,068 26,602

15 362,540 75 歳以上 80 歳未満 10,126 12,036 22,162

16 363,306 80 歳以上 85 歳未満 7,465 10,200 17,665

17 382,036 85 歳以上 90 歳未満 4,814 7,993 12,807

18 381,592 90 歳以上 95 歳未満 2,299 5,180 7,479

19 381,903 95 歳以上 100 歳未満 580 1,963 2,543

20 381,114 100 歳以上 105 歳未満 38 295 333

21 380,883 105 歳以上 110 歳未満 2 23 25

22 387,815 110 歳以上 115 歳未満 0 1 1

23 387,146 177,872 188,719 366,591

24 386,026

25 385,150 年少人口 22,040 20,970 43,010

26 384,202 （０～１４歳） 12.4% 11.1% 11.7%

27 382,738 生産年齢人口 106,946 104,563 211,509

28 382,141 （１５～６４歳） 60.1% 55.4% 57.7%

29 380,473 老年人口 48,886 63,186 112,072

30 378,389 （６５歳以上） 27.5% 33.5% 30.6%

令和 元 376,080

2 373,971 ６０歳以上 59,984 74,701 134,685

3 372,080  33.7% 39.6% 36.7%

4 369,652 ７５歳以上 25,324 37,691 63,015

5 366,591 14.2% 20.0% 17.2%

年　　　齢

合　　　　計

（各年次４月１日現在） （令和５年４月１日現在）

年　　　次 人口総数（人）
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年齢・男女別人口（人口ピラミッド）

令和５年４月１日現在
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人数（単位：人）
人数（単位：人）

総人口 ３６６，５９１人

男 １７７，８７２人 女 １８８，７１９人

日中戦争動員
による出生減

終戦直後の出生減

第一次ベビー
ブーム

第ニ次ベビー
ブーム

昭和４１年の丙午

年齢（単位：歳）
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Ⅱ　国　民　年　金　の　あ　ゆ　み

昭和34年 ４月 国民年金法公布（昭和34年4月16日）

福祉年金・適用事務・高齢者任意加入・徴収事務が段階的に施行

11月 福祉年金事務開始

老齢福祉年金・障害福祉年金・母子福祉年金の３種類

昭和35年 10月 適用事務開始

高齢者任意加入（１０年年金）手続開始（～昭和36年3月まで）

昭和36年 ４月 国民年金保険料徴収事務開始

国民年金保険料二本立（35歳未満・35歳以上）

老齢年金の繰上げ支給制度の創設

死亡一時金の創設

準母子年金、準母子福祉年金の創設

昭和37年 ４月 国民年金保険料免除分の国庫負担導入

昭和41年 ６月 第１回財政再計算の実施

障害年金の支給範囲を全障害に拡大

昭和42年 １月 国民年金保険料改定

年金額改定

昭和44年 １月 国民年金保険料改定

12月 第２回財政再計算を1年繰上げ実施

付加年金制度（任意加入）の創設

高齢者任意加入再開（５年年金の創設）

特例納付（時効が完成した期間について納付を認める）

国民年金基金及び国民年金事務組合の創設

福祉年金における夫婦受給制限の撤廃

国民年金保険料の一本化

昭和45年 １月 ５年年金加入手続開始（～昭和45年6月まで）

７月 第１回目の特例納付の実施（～昭和47年6月まで）　月額450円

年金額改定

国民年金保険料一本化実施

10月 付加年金制度の実施

昭和47年 ５月 沖縄復帰に伴い琉球政府からの国民年金事務の継承

７月 国民年金保険料改定

年金額改定（障害年金、母子・準母子年金、遺児年金）

昭和48年 ９月 第３回財政再計算を1年繰上げ実施

年金額の自動的改定措置（物価スライド制）の導入

高齢者任意加入再々開（再開５年年金の創設）

10月 再開５年年金加入手続開始（～昭和49年3月まで）

国民年金保険料納付済期間が25年の場合の老齢年金の額を夫婦で1万円（月額）に
設定

国民年金保険料納付済期間が25年の場合の老齢年金（付加年金を含む）の額を夫
婦で2万円（月額）に設定

国民年金保険料納付済期間が25年の場合の老齢年金（付加年金を含む）の額を夫
婦で5万円（月額）に設定
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昭和49年 １月 第２回目の特例納付の実施（～昭和50年12月まで）　月額900円

老齢特別給付金（谷間年金）の創設（昭和51年3月で終了）

国民年金保険料改定（付加年金保険料も改定）

年金額改定

９月 年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

昭和50年 １月 国民年金保険料改定

９月 年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

昭和51年 ４月 国民年金保険料改定

６月 第４回財政再計算を２年繰上げ実施

国庫負担の負担時期を拠出時から給付時に切替え

９月 年金額改定

昭和52年 ４月 国民年金保険料改定

７月 年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

昭和53年 ４月 国民年金保険料改定

７月 第３回目の特例納付の実施（～昭和55年6月まで）　月額4000円

年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

昭和54年 ４月 国民年金保険料改定

７月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和55年 ４月 国民年金保険料改定

７月 年金額改定

10月 第５回財政再計算を１年繰上げ実施

昭和56年 ４月 国民年金保険料改定

７月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和57年 １月 国籍要件の撤廃

難民の地位に関する条約等への加入に伴い、同条約等に定める内国民待遇を実現

４月 国民年金保険料改定

８月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和58年 ４月 国民年金保険料改定

昭和59年 ４月 国民年金保険料改定

５月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和60年 ４月 国民年金保険料改定

５月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和61年 ４月 新年金法制度の施行

国民年金保険料改定

年金額改定（年金制度改正等に伴う物価スライドの特例的措置の実施）

昭和62年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

昭和63年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

平成元年 ４月 国民年金保険料改定

国民年金保険料納付済期間が25年の場合の老齢年金（付加年金を含む）の額を夫
婦で9万4千円（月額）に設定

国民年金保険料納付済期間が25年の場合の老齢年金（付加年金を含む）の額を夫
婦で7万5千円（月額）に設定
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平成元年 ４月 年金額改定

12月 第７回財政再計算を１年繰上げ実施

平成２年 ４月 国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライド制の導入）

平成３年 ４月 国民年金基金制度の改善

第１号被保険者の適用範囲の拡大（学生等を強制適用）

国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライドの実施）

平成４年 ４月 国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライドの実施）

平成５年 ４月 国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライドの実施）

平成６年 ４月 国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライドの実施）

11月 第８回財政再計算を実施

障害基礎年金の失権事由の改善

障害無年金者に対する障害基礎年金の特例支給

平成７年 ４月 遺族基礎年金等の支給要件となる年齢要件の改善

短期在留外国人に対する脱退一時金の支給

第３号被保険者届出漏れ者の届出特例（平成7年4月～平成9年3月）

（昭和61年4月～平成5年2月までの第3号被保険者期間が対象）

65歳以上70歳未満の者の任意加入の特例

（昭和30年4月1日以前生まれの老齢基礎年金受給資格期間不足の者）

国民年金保険料改定

年金額の改定（年金額の完全自動物価スライドの実施）

８月 20歳前障害による障害基礎年金の所得制限の改善（２分の１支給の区分の新設）

平成８年 ４月 永住帰国した中国残留邦人等に対する第１号被保険者期間等に係る特別措置

国民年金保険料改定

年金額据置き（物価スライドの特例的措置の実施）

平成９年 １月 基礎年金番号の実施

４月 ＪＲ、ＪＴ、ＮＴＴ共済組合の長期給付を厚生年金に統合

国民年金保険料改定

平成10年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

平成11年 ４月 年金額改定（物価スライドによる年金額の改定）

第９回財政再計算を実施

学生納付特例制度の創設（平成12年度から実施）

国民年金保険料半額免除制度の創設（平成14年度から実施）

国庫負担の割合を平成16年度までに２分の１への引上げを図る

平成12年 ４月 年金額据置き（物価スライドの特例的措置の実施）

学生納付特例制度の実施

平成13年 ４月 年金額据置き（物価スライドの特例的措置の実施）

平成14年 ４月 地方分権一括法による国民年金事務の見直し

国民年金保険料徴収事務が国へ移管
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平成14年 ４月 第３号被保険者届出が事業所届出となる

農林漁業団体職員共済組合の長期給付を厚生年金に統合

年金額据置き（物価スライドの特例的措置の実施）

７月 国民年金保険料半額免除制度の実施

平成15年 ４月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

平成16年 ２月 国民年金保険料コンビニでの納付が可能になる

４月 年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

10月 国民年金法改正

マクロ経済スライドの導入

（物価スライド据置き分解消するまでは、物価・賃金の上昇に応じて年金額を改定）

国民年金保険料水準固定方式の導入（平成17年度～平成29年度）

平成17年 ４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

第３号被保険者の特例届出の実施

国民年金保険料未納対策

若年者に対する納付猶予制度の創設（平成17年7月から実施）

保険料申請免除・学生納付特例の承認期間の遡及

申請免除の所得要件の緩和

口座振替早割制度の導入

特別障害給付金制度の導入

７月 国民年金保険料全額免除（特例を除く）、若年者納付猶予の希望者に継続申請の導入

平成18年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定（物価スライドの特例的措置の実施）

障害基礎年金と老齢厚生年金等の併給が可能になる

障害・遺族基礎年金の保険料納付要件の特例措置延長

（平成18年3月31日まで→平成28年3月31日まで）

７月 国民年金保険料の多段階免除制度の実施（2段階→4段階）

平成19年 ４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

厚生年金（共済組合）の離婚分割制度施行

７月 納付記録訂正による時効（５年）撤廃

12月 ねんきん特別便の発送開始

平成20年 ４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

平成21年 ４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

ねんきん定期便の発送開始

基礎年金国庫負担割合の引上げ実施（３分の１→２分の１）

基礎年金国庫負担割合の引上げ着手（平成16年度着手、平成21年度までに２分の１
へ引上げ）

年金記録問題（主に宙に浮いた５千万件）を受けて、未統合の手帳番号を統合するた
め、順次送付
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平成22年 1月 社会保険庁が廃止され、日本年金機構が設立される

４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

平成23年 ４月 障害年金加算改善法施行

国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールによるもの）

平成24年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールによるもの）

8月 国民年金法改正

　　受給に必要な加入期間を25年から10年に短縮（平成27年10月から実施）

　　パート等短時間労働者の厚生年金の加入基準の拡大（平成28年10月から実施）

　　厚生年金と共済年金の一元化（平成27年10月から実施）

　　低所得高齢者への福祉的給付金の支給（平成27年10月から実施）

10月 　　保険料後納受付開始(平成24年10月～平成27年9月)

　　国民年金保険料改定

平成25年 ４月 年金額据置き

10月 年金額改定（特例水準で2.5％高くなっているうちの1％減額）

平成26年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定（特例水準で2.5％高くなっているうちの1％分物価上昇により0.7％減額）

免除申請対象期間延長

法定免除に該当する被保険者からの納付申出の開始

遺族基礎年金の支給要件に係る男女差の解消

未支給年金の請求権者の範囲拡大

平成27年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより0.9%増額）

平成28年 ４月 国民年金保険料改定

年金額据え置き

７月 納付猶予制度の対象年齢の拡大（30歳から50歳）

平成29年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより0.1%減額 ）

８月 受給資格期間の短縮（25年から10年）

平成30年 ３月 マイナンバーによる各種申請手続きが開始

４月 国民年金保険料改定

年金額据置き

平成31年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより0.1%増額 ）

産前産後期間の保険料免除制度が開始

令和元年 10月 年金生活者支援給付金制度が開始

令和２年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより０．２%増額 ）

令和３年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより０．１%減額 ）
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令和４年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより０．４%減額 ）

年金手帳から基礎年金番号通知書への切り替え

老齢年金の受給開始時期の選択肢の拡大

令和５年 ４月 国民年金保険料改定

年金額改定(特例水準の改定ルールにより、新規裁定者（67歳以下）は２．２%増額、

既裁定者（68歳以上）は１．９％増額）

121



Ⅲ　被 保 険 者
１　被保険者の状況 （単位：人）

区分 第　1　号 第　3　号

年度 被保険者 被保険者 強　　制 任　　意 計

30 37,267 482 25,296 63,045 63 1,795 1,858

元 37,033 465 24,189 61,687 63 1,801 1,864

2 37,036 473 23,242 60,751 62 1,841 1,903

3 36,580 440 22,162 59,182 68 1,886 1,954

4 35,871 502 20,508 56,881 75 1,958 2,033

*不在者数については、平成27年度から統計はとらない。

２　資格異動状況 （単位：人）

区分 当　　　初

年度 被保険者 資格取得 転　　入 計 資格喪失 転　　出 計

30 65,038 14,593 2,381 16,974 16,070 2,897 18,967

元 63,045 14,716 2,288 17,004 15,702 2,660 18,362

2 61,687 13,940 2,325 16,265 14,642 2,559 17,201

3 60,751 12,936 2,381 15,317 14,274 2,612 16,886

4 59,182 14,052 2,198 16,250 15,975 2,576 18,551

異　　動　　状　　況

付加保険料被保険者数
任　　意 合　計
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Ⅳ　保 険 料

１　免除者の状況 （単位：人）

区分

年度 法定免除者 合　計（Ｂ）

3,989 14,816 39.8% ―

4,124 15,227 41.1% 0.1%

4,291 15,774 42.6% 0.1%

4,402 15,779 43.1% 0.1%

4,474 15,617 43.5% 0.1%

申請免除者内訳（上段：件数　　下段：免除率） （単位：人）

区分

年度 １/4免除 半額免除 計

130 249 4,811 1,335 10,827

0.3% 0.7% 12.9% 3.6% 29.1%

115 206 5,075 1,425 11,103

0.3% 0.6% 13.7% 3.8% 30.0%

157 220 5,448 1,500 11,483

0.4% 0.6% 14.7% 4.1% 31.0%

132 209 5,508 1,437 11,377

0.4% 0.6% 15.1% 3.9% 31.1%

120 208 5,423 1,444 11,143

0.3% 0.6% 14.8% 3.9% 30.5%

対前年比 84.08% 95.00% 101.10% 95.80% 99.08%

２　納付形態及び割合 （単位：人）

4
人　　　　数 10,548 10,867 21,415

割　合（％） 49.3% 50.7% 100.0%

3
人　　　　数 10,671 11,252 21,923

割　合（％） 48.7% 51.3% 100.0%

人　　　　数 10,682 11,786 22,468

2

免　　除　　者　　数 免除率（％）
（Ｂ）／（Ａ）

産前産後
免除（C）

53.4% 100.0%

一　　　般 学生納付
特例

2

37,036 11,483 32

割　合（％） 46.6%

割　合（％） 47.5% 52.5% 100.0%

元
人　　　　数

免除率
（％）

（C）／（Ａ）申請免除者

合　　　計 納付猶予

第1号被保険者
（Ａ）

38

10,827 ―

36,580 11,377 31

35,871 11,143 29

3/4免除

97.73%

341 4,432

0.9%

区    分 自主納付口座振替等

30

3
4,826

12.1%

4
4,764

23,74511,162 12,583

4,276

11.7%

10,708 12,276 22,984

356

合　　　　計

10.7% 1.2%

4,362

4,681433

12.6%

4,535

12.2%1.0%

392

12.7%

4,603

1.1% 12.4%

100.0%

人　　　　数

割　合（％） 47.0% 53.0%

30 37,267

11,103元 37,033

全額免除

102.35%

3

4

元

30
3,999

4,715

13.2%

11.8%

2

331

13.0% 0.9%

95.79%
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３　収納状況 （単位：月）

４　国民年金保険料の改正経過（月額）
（単位：円） （単位：円）

35歳未満 35歳以上

36 ・ 4 100 150 － 5 ・ 4 400

42 ・ 1 200 250 － 6 ・ 4 400

44 ・ 1 250 300 － 7 ・ 4 400

45 ・ 7 350 8 ・ 4 400

47 ・ 7 350 9 ・ 4 400

49 ・ 1 400 10 ・ 4 400

50 ・ 1 400 17 ・ 4 400

51 ・ 4 400 18 ・ 4 400

52 ・ 4 400 19 ・ 4 400

53 ・ 4 400 20 ・ 4 400

54 ・ 4 400 21 ・ 4 400

55 ・ 4 400 22 ・ 4 400

56 ・ 4 400 23 ・ 4 400

57 ・ 4 400 24 ・ 4 400

58 ・ 4 400 25 ・ 4 400

59 ・ 4 400 26 ・ 4 400

60 ・ 4 400 27 ・ 4 400

61 ・ 4 400 28 . 4 400

62 ・ 4 400 29 . 4 400

63 ・ 4 400 30 . 4 400

元 ・ 4 400 31 ・ 4 400

2 ・ 4 400 2 ・ 4 400

3 ・ 4 400 3 ・ 4 400

4 ・ 4 400 4 ・ 4 400

5 ・ 4 40016,520

16,590

16,610

16,540

16,4108,000

9,000

9,700

8,400

収　　納　　率　（％）

(Ｂ)／ (Ａ)

7,700

5,830

3,300

77.6%

6,740

5,220

1,400

区分

15,040

14,980

7,100

7,400

1,100

6,220

区分

年度
収納月数（Ｂ）

収 納 対 象

月    数（Ａ）

16,340

16,490

16,260

13,580

13,860

15,250

15,590

14,410

11,100

11,700

30

3

29

10,500

4 252,147 208,736 82.8%

2 263,778

80.1%

205,119

年月

元

付加保険料
年月

定額

282,888

74.1%217,717

75.6%213,888

206,572

270,463

293,915

区分
付加保険料

定額

75.8%

257,942

204,648

450

14,660

15,100

15,020

12,800

13,300

550

14,1002,200

2,730

900

4,500

3,770

12,300
10月
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Ⅴ　年 金 給 付
１　年金受給状況（短期給付） （単位：件・円）

年度 区分 障害基礎年金 障害年金

件数 2,022 218 2,348

金額 1,743,489,725 189,653,150 2,019,327,657

件数 2,064 199 2,357

金額 1,774,078,925 172,851,100 2,022,139,803

件数 2,110 182 2,393

金額 1,815,206,650 157,962,350 2,055,147,570

件数 2,169 164 2,433

金額 1,858,990,850 141,958,050 2,081,486,875

件数 2,202 155 2,455

金額 1,876,485,050 134,199,850 2,089,623,985

２　年金受給状況（長期給付） （単位：件・円）

年度 区分 老齢基礎年金 老齢年金

件数 102,410 2,162

金額 70,095,343,125 991,297,011

件数 103,888 1,791

金額 71,351,351,870 819,893,481

件数 105,505 1,494

金額 72,815,152,646 686,244,244

件数 106,560 1,252

金額 73,643,523,090 569,842,144

件数 106,981 1,078

金額 73,870,220,006 483,858,736

３　死亡一時金請求状況 （単位：件・円） ４　年金生活者支援給付金  （単位：件・円）

件　　数 金　　額 金　　額

50 7,425,500 ―

44 6,297,500 ―

25 4,058,500 92,184,041

40 6,459,000 92,167,303

29 4,763,500 92,126,849

3 21,811

21,783

―

―

108,894 111,349

76,611,940,029

2

元

30

1

496,478

30

元

4 4 21,829

30

元

4
97 1

78,443,999 495,086

4
835

72,481,198,343

107,228

71,449,189,129

106,387

長期給付合計

76,505,104,424

件　　数

497,074

111,283

1

年度

74,423,617,549

108,850

168,237,302 74,522,316,044

拠出年金総合計

109,585

73,759,549,967

108,274

75,814,697,537

73,468,516,786

遺族基礎年金

107

85,688,702

93

短期給付合計

1

寡婦年金

496,080

1

74,713,300

100

81,480,900

309,952,992

1,549

362,548,993

1,815

99

通算老齢年金

2

80,040,901

210,252,315

1,038

258,153,077

1,275

108,735

497,670

110,667

74,503,338,146

3

30

元

2

2

3

年度

3
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５　拠出年金額の推移 （単位：円）

母子・準母子
1級 2級

36 ・ 4 24,000 9,600 － 30,000 24,000 19,200 12,000

42 ・ 1 60,000 24,000 － 72,000 60,000 55,200 30,000

45 ・ 7 96,000 60,000 30,000 120,000 96,000 91,200 91,200

47 ・ 7 － － － 132,000 105,600 100,800 100,800

49 ・ 1 240,000 150,000 96,000 300,000 240,000 240,000 240,000

49 ・ 9 278,600 174,200 111,500 348,300 278,600 278,600 278,600

50 ・ 9 339,600 212,300 135,840 424,500 339,600 339,600 339,600

50 ・ 10 339,600 212,300 156,000 424,500 339,600 339,600 339,600

51 ・ 9 390,000 246,000 180,000 495,000 396,000 396,000 396,000

52 ・ 7 426,700 269,100 196,900 541,500 433,200 433,200 433,200

53 ・ 7 455,100 287,100 210,100 577,600 462,100 462,100 462,100

54 ・ 7 470,700 296,900 217,300 597,500 478,000 478,000 478,000

54 ・ 8 470,700 296,900 241,300 597,500 478,000 478,000 478,000

55 ・ 7 504,000 318,600 259,200 627,000 501,600 501,600 501,600

55 ・ 8 504,000 318,600 259,200 627,000 501,600 681,600 501,600

56 ・ 7 543,300 343,500 292,400 675,900 540,700 720,700 540,700

57 ・ 8 565,500 357,500 304,300 703,500 562,800 742,800 562,800

59 ・ 5 576,600 364,500 310,300 717,300 573,800 753,800 573,800

60 ・ 5 596,200 376,900 320,800 741,800 593,400 773,400 593,400

国民年金法改正

1級 2級

61 ・ 4 622,800 387,100 329,500 778,500 622,800

62 ・ 4 626,500 389,400 331,500 783,100 626,500

63 ・ 4 627,200 389,800 331,800 784,000 627,200

元 ・ 4 666,000 404,600 344,400 832,500 666,000

2 ・ 4 681,300 413,900 352,300 851,600 681,300

3 ・ 4 702,000 426,500 363,000 877,500 702,000

4 ・ 4 725,300 440,700 375,100 906,600 725,300

5 ・ 4 737,300 447,900 381,300 921,600 737,300

6 ・ 4 747,300 454,000 386,400 934,100 747,300

6 ・ 10 780,000 473,800 403,300 975,000 780,000

7 ・ 4 785,500 477,100 406,100 981,900 785,500

10 ・ 4 799,500 485,700 413,400 999,400 799,500

11 ・ 4 804,200 488,500 415,800 1,005,300 804,200

12 ・ 4 804,200 488,600 415,800 1,005,300 804,200

15 ・ 4 797,000 484,200 412,100 996,300 797,000

16 ・ 4 794,500 482,700 410,800 993,100 794,500

18 ・ 4 792,100 481,300 409,600 990,100 792,100

23 ・ 4 788,900 479,300 407,900 986,100 788,900

24 ・ 4 786,500 477,800 406,700 983,100 786,500

25 ・ 4 786,500 477,800 406,700 983,100 786,500

25 ・ 10 778,500 472,900 402,500 973,100 778,500

26 ・ 4 772,800 469,500 399,600 966,000 772,800

27 ・ 4 780,100 473,900 403,400 975,100 780,100

28 . 4 780,100 473,900 403,400 975,125 780,100

29 . 4 779,300 473,400 403,000 974,125 779,300

31 . 4 780,100 473,820 403,400 975,125 780,100

2 . 4 781,700 474,900 404,200 977,125 781,700

3 . 4 780,900 474,400 403,800 976,125 780,900

4 . 4 777,800 472,440 402,200 972,250 777,800

5
.

4
①795,000
②792,600

481,620 409,900
①993,750
②990,750

①795,000
②792,600

①昭和31年４月２日以後生まれ
②昭和31年４月１日以前生まれ

1,001,600

1,005,600

1,006,600

＊　「遺族基礎」欄年金額は、18歳到達年度の末日までの子（20歳未満の障害のある子）１人ある妻が受給する額

10年 5年

年月

遺 　児障　　害

遺族基礎

①1,023,000
②1,021,300

区分
年月

老　 齢

10年 5年区分

934,400

949,800

老齢基礎

962,700

809,600

814,400

815,300

858,000

877,700

904,400

障　害　基　礎

1,004,600

1,012,800

995,200

1,004,600

1,035,600

1,026,300

1,023,100

1,020,000

1,015,900

1,012,800

1,004,400

1,011,500

1,029,500

1,035,600

1,003,600

1,002,500

1,004,600

1月
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Ⅵ　福　祉　年　金
１　無拠出年金額（福祉年金）の推移 （単位：円） （単位：円）

母　子

1　　級 2　　級 準母子

34 ・ 11 12,000 18,000 － 12,000 1　　級 2　　級

38 ・ 9 13,200 21,600 － 15,600 61 ・ 4 326,400 778,500 622,800 809,600

40 ・ 9 15,600 24,000 － 18,000 62 ・ 4 328,800 783,100 626,500 814,400

42 ・ 1 18,000 26,400 － 20,400 63 ・ 4 330,000 784,000 627,200 815,300

43 ・ 1 19,200 30,000 － 24,000 元 ・ 4 340,800 832,500 666,000 858,000

43 ・ 10 20,400 32,400 － 26,400 2 ・ 4 348,600 851,600 681,300 877,700

44 ・ 10 21,600 34,800 － 28,800 3 ・ 4 359,200 877,500 702,000 904,400

45 ・ 10 24,000 37,200 － 31,200 4 ・ 4 371,100 906,600 725,300 934,400

46 ・ 11 27,600 40,800 － 34,800 5 ・ 4 377,300 921,600 737,300 949,800

47 ・ 10 39,600 60,000 － 51,600 6 ・ 4 382,400 934,100 747,300 962,700

48 ・ 10 60,000 90,000 － 78,000 6 ・ 10 399,600 975,000 780,000 1,004,400

49 ・ 3 60,000 90,000 60,000 78,000 7 ・ 4 402,400 981,900 785,500 1,011,500

49 ・ 9 90,000 135,600 90,000 117,600 10 ・ 4 409,600 999,400 799,500 1,029,500

50 ・ 10 144,000 216,000 144,000 187,200 11 ・ 4 412,000 1,005,300 804,200 1,035,600

51 ・ 10 162,000 243,600 162,000 211,200 15 ・ 4 408,300 996,300 797,000 1,026,300

52 ・ 8 180,000 270,000 180,000 234,000 16 ・ 4 407,100 993,100 794,500 1,023,100

53 ・ 8 198,000 297,600 198,000 258,000 18 ・ 4 405,800 990,100 792,100 1,020,000

54 ・ 8 240,000 360,000 240,000 312,000 23 ・ 4 404,200 986,100 788,900 1,015,900

55 ・ 8 270,000 405,600 270,000 351,600 24 ・ 4 402,900 983,100 786,500 1,012,800

56 ・ 8 288,000 432,000 288,000 374,400 25 ・ 10 398,800 973,100 778,500 1,002,500

57 ・ 9 301,200 452,400 301,200 392,400 26 ・ 4 395,900 966,000 772,800 995,200

59 ・ 6 307,200 460,800 307,200 399,600 27 ・ 4 399,700 975,100 780,100 1,004,600

60 ・ 6 318,000 477,600 318,000 414,000 28 . 4 399,700 975,125 780,100 1,004,600

29 . 4 399,300 974,125 779,300 1,003,600

31 . 4 399,700 975,125 780,100 1,004,600

2 . 4 400,500 977,125 781,700 1,006,600

3 . 4 400,100 976,125 780,900 1,005,600

4 . 4 398,500 972,250 777,800 1,001,600

5 . 4 406,100
①993,750
②990,750

①795,000
②792,600

①1,023,000
②1,021,300

①昭和31年４月２日以後生まれ
②昭和31年４月１日以前生まれ

＊法改正により昭和61年4月から、障害福祉年金は障害
基礎年金へ、母子・準母子福祉年金は遺族基礎年金へ
裁定替えされ、福祉年金は老齢福祉年金のみとなった。

＊遺族基礎年金額には、子１人のときの加算額を含む

区分
老　　齢

障　　害　　基　　礎年月
老　　齢

障　　害区分

遺族基礎
年月

国民年金法改正
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２　無拠出年金（福祉年金）受給状況

＊老齢福祉年金件数欄の上段：実受給者数、下段：受給権者数（全額支給停止者を含む）

Ⅶ　国民年金事務費
１　国民年金事務費交付金 （単位：人・円）

２　年金生活者支援給付金支援業務市町村事務取扱交付金 （単位：円）

＊平成28～30年度は年金生活者支援給付金支給準備市町村事務取扱交付金として交付

4 608,937 17,585 ― ― 626,522

4
0

0 4,374 3,772,349,950 4,374

2 592,857 20,805 ― ― 613,662

3 643,631 14,330 495,000 ― 1,152,961

3,772,349,950
0

4 42,818,976 34,116,670 53,320 14,756,697 91,745,663 35,852

36,389

36,2883 43,541,204 38,285,920

2 43,229,447 34,841,911 54,000 15,914,757 94,040,115

54,000 14,799,029 96,680,153

区分

30 ― ― ― 1,149,000 1,149,000

元 226,461 1,893,700 1,423 ― 2,121,584

区分 事務費交付金
交付金合計

年度 法定受託事務 協力・連携 特別事情 準備事業

（単位：件・円）

件数 金　　　額

障害基礎年金 合　　　計

件数

2

3

0

0

0

0

0

3,453,459,625

3,518,433,325

3,601,003,025
0

0

3,694,377,800

3,964

区分

年度 件数

老齢福祉年金

金　　　額

0
30

0

4,045

4,139

4,2610

0

0元

金　　　額

3,453,459,625

3,518,433,325

3,601,003,025

3,694,377,800

3,964

4,045

4,261

4,139

年度 特別障害者給付金 交付金合計事務費（人件費） 事務費（物件費）

30

元

37,278

15,710,571

24,018,094 79,111,52038,286,149

52,300

39,120

平均事務費交付金

協力・連携

36,47936,796,122

被保険者数

13,037,672 65,596,665

16,768,157
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